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第 1 章 業務概要 

１ 業務名 

令和 7 年度 糸満漁港水産作業等軽労化機能整備工事（小型固定式クレーン）施工監理委

託業務 

２ 対象施設概要 

この施工監理業務（以下「本業務」という。）の対象となる施設（以下「対象施設」とい

う。）の概要は、以下のとおりとする。 

(1) 対象施設名称：糸満漁港水産作業等軽労化機能整備（小型固定式クレーン）2 台 

(2) 敷地の場所：糸満市西崎町１丁目 4-11（岸壁前） 

(3) 施設の用途：小型固定式クレーン陸揚げ機器（電動油圧式 2.93 トン吊クレーン） 

（国土交通省告示第 98 号生産施設） 

３  対象工事の概要 

本業務の対象工事名称及び工期等は、次のとおりとする。 

(1) 対象工事名称 

件名：令和 7 年度 糸満漁港水産作業等軽労化機能整備工事（小型固定式クレーン） 

(2) 工期 

履行期間：契約締結日の翌日から令和 9 年 3 月 20 日まで 

第 2 章 業務仕様 

本特記仕様書（以下「特記仕様書」という。）に記載されていない事項は、「漁港漁場関係委

託業務共通仕様書（平成 31 年 4 月沖縄県農林水産部）」による。 

１ 管理技術者等の資格要件 

本業務の実施にあたっては、次の資格要件を有する管理技術者及び担当技術者（以下「管

理技術者等」という。）を適切に配置した体制とすること。 

(1) 管理技術者 

管理技術者については、次の要件のいずれかを満たす者を配置すること。 

なお、受注者が個人の場合にあってはその者、会社その他の法人である場合にあって

は当該法人に所属する者を配置しなければならない。 

また、管理技術者は、調査職員の承諾を得て担当技術者を兼任することができる。 

     ・技術士（水産部門：水産土木） 

     ・RCCM（水産土木） 

     ・一級土木施工管理技士 

・一級建築士 

・建築設備士 

     ・一級電気工事施工管理技士 



(2) 担当技術者 

担当技術者については、次の要件のいずれかを満たす者を配置すること。 

・技術士（水産部門：水産土木） 

     ・RCCM（水産土木） 

・一級建築士 

・二級建築士（資格取得後 5 年以上の実務経験者） 

     ・一級土木施工管理技士 

・二級土木施工管理技士（資格取得後 5 年以上の実務経験者） 

     ・一級電気工事施工管理技士 

・二級電気工事施工管理技士（資格取得後 5 年以上の実務経験者） 

・発注者がそれと同等の能力があると認めた者 

 

２ 工事監理業務の内容 

(1) 委託業務数量 

本業務における作業項目及び数量は、別紙「委託業務数量内訳書」のとおりとする。 

本業務契約後、業務内容に変更がある場合、必要に応じて変更契約協議を行うものと

する。 

 

(2) 業務内容 

ア 「令和 7 年度 糸満漁港水産作業等軽労化機能整備工事（小型固定式クレーン）」

に関する 

関係機関との協議及び資料作成に関する業務 

イ アに関する工事の施工監理に関する業務 

ウ 発注者と工事施工業者との連絡業務 

エ 工事関係者との協議資料の作成に関する業務 

オ 品質試験、検査等の立会いに関する業務（県外出張の場合は変更契約協議の対象

とする） 

 

(3) 打合せ 

受注者（管理技術者）と発注者との打合せ等の頻度及び場所は、以下のとおり行うも

のとする。 

回 数： 毎月 1 回以上（全 6 回） 

時 期： 着手時・・・1 回 

場 所： 沖縄県漁業協同組合連合会（沖縄県水産会館 那覇市前島 3-25-39） 

 

(4) 報告 

受注者は、毎月 1 回（翌月 5 日までに）前月までの業務履行状況を発注者に報告し、

確認を受けなければならない。 

 

(5) 勤務体制 



ア 月 4 回の重点管理とする 

イ 履行期間のうち、土日、祝祭日は原則として休日とする。ただし、工事の品質確

保のため発注 

者から指示された場合は、特別な理由がない限り勤務するものとする。 

 

(6) 成果物 

成果物の提出は次のとおりとする。 

ア 業務報告書 

イ 仕様書の規定により実施した本業務の作成資料 

ウ その他発注者が指示する書類 

 

(7) その他 

ア 本業務に必要な電子機器及び自動車は受注者において用意し、その費用は受注者

が負担するものとする。 

イ 受注者は下記の書類を常備し、十分な理解のもとに本業務を遂行すること。 

（ア） 漁港漁場工事共通仕様書 

（イ） 漁港漁場施工管理基準 

（ウ） 土木施工管理基準 

（エ） 港湾工事共通仕様書 

（オ） その他本業務実施に必要な参考書 


